
商業・サービス産業支援課

商業担当

3761

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B6
空き店舗ゼロプロジェクト事業 商工費 商工振興費 中心市街地等商店街活性化促進事業費

 宣言項目 08 稼ぐ力の向上

分野施策 040833 商業・サービス産業の育成

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 △1,607 △1,607 13,133

現計額 14,740 14,740

平成29年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

商工業
費

事 業
期 間

平成29年度～ 根 拠
法 令平成31年度

　空き店舗の解消に取り組むことで地域のにぎわい創出
を図りたい商店街等に対し、地元市町村とともに、専門
家の派遣や関係機関の連携などによる集中支援を行う。
本事業の実施を通して、地域商業の活性化とともに、次
世代の担い手育成を目指す。

（１）空き店舗ゼロプロジェクト事業　　△1,607千円
　　　事務経費の節減により生じた執行残の減額

（１）事業内容
　　　空き店舗ゼロプロジェクト事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14,740千円
　　　空き店舗解消に向け意欲のある商店街等に対して、地元市町村とともに、専門家（地域プロデューサー）の派遣や
　　関係機関の連携などによる集中支援を行う。対象は4箇所を予定。

（２）事業計画
　　　市町村から商店街等推薦、地域プロデュース委託業務公募、対象商店街等の選定、業務委託先選定、関係者調整、
　　ワークショップの開催、地域ビジョンの策定
　　※　次年度は、地域ビジョンに基づき、空き店舗への事業者誘致に向けた調整を実施。

（３）事業効果
　　　民間主導の計画的な空き店舗対策が実施されることにより、地域商業の活性化が図られ、あわせて、地域商業の人
　　材育成も可能となる。

（４）補正予算の概要
　　　事務経費の節減により生じた執行残の減額　　　　
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9,500千円×1.0人＝9,500千円

補正後の
予算額

― 産業労働部 B6 ―
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